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　令和元年度「実社会との接点を重視した課題解決型学習プログラムに係る実践研究」の事業実施計画書を提出します。

※　※書きの内容に留意しながら記載すること。また、※書き自体は削除すること。
※　域内の複数の学校を実践校として指定する場合は、本事業実施計画書の「３　実践校において取り組む内容」を実践校ごとに別様で作成すること。
１．持続可能な社会づくりに向かう社会参画意識や社会形成に参画する態度等の育成に関する教育の現状・課題
  ※　持続可能な社会づくりに向かう社会参画意識や社会形成に参画する態度等の育成に関する教育について、地域や学校における現状や課題を記載すること。
２．教育委員会等において取り組む内容
　※　教育委員会等における学校に対する支援策を記載すること。このほか、これまでに教育委員会等において本事業の趣旨に即した取組を実施していた場合には記載すること。
３．実践校において取り組む内容
　(1) 実践校について
	 実践校名
	　○○県立○○学校（ふりがな）

	学科名
	児童・生徒数
	学級数

	
	
	


　　※　児童生徒数、学級数については、学校全体分の数を記載すること。高等学校において複数の学科が設置されている場合は、行を増やすこと。小・中学校については、学科名欄には斜線を引くこと。
  (2) 実践研究の対象
　　 ※　①のうち、実践研究に取り組む学科、学年、児童・生徒数、学級数を記載すること。なお、全校児童・生徒で取り組む場合は、その旨記載すれば足りること。
　(3) 学習プログラムの目標
　　　※　実践研究によりどのような学習プログラムを開発するのかについて、学習プログラムを通じて実現する児童生徒の姿に重点を置いて記載すること。
　(4) 学習プログラムの内容　
　　　※　学習プログラムの内容として予定する学習活動について、教育課程上の位置付け（ど
の教科・科目、どの単元で取り組むか）を明記すること。
※　高等学校においては、平成30年３月に公示した高等学校学習指導要領の公民科に新必履修科目として設置された「公共」の科目の目標や内容の趣旨を可能な範囲で取り入れるよう工夫し学習プログラムを開発・実施すること。
※　学習活動の内容を具体的に記載すること。
　　　 ※　類型Ⅱについては、公募要領の「３　事業の内容」の【類型Ⅱ】③に例示された内容
をもとに記載すること。
　(5) 学習プログラムの成果を示す手立て
　　　※　学習プログラムを実施することによる生徒の変容等をどのようにして捉えていくのかについて記載すること。
　(6) 本実践研究の実施計画
  　　※　２年間のおおまかな実施スケジュールについて記載すること。
　(7) 本実践研究の実施体制
　　　※　実践校における本実践研究の実施体制が分かるよう、できるだけ具体的に記載すること。（学校と地域社会の関係者等との連携調整等を行う校内体制を整備する場合は、その位置付けが分かるように記載すること。）
　(8) 本実践研究の成果の検証方法
　　　※　実践研究の取組方法や学習プログラムの成果をどのように検証するかについて、できるだけ具体的に記載すること。
４．経費
　(1) 令和元年度（事業実施の当該年度）における経費
（単位：円）
	費　目
	 種　　別
	金　　額
	積　　算　　内　　訳

	人件費
	人件費
	円
	　　　　　　　　　　　　　　  ○人×○日×＠＝

	事

業

費


	諸謝金
	円


	○○委員会出席謝金　　　○人×○回×＠＝
外部講師謝金　　　　　　　　  ○人×○回×＠＝

	
	旅費
	円


	○○委員会出席旅費
○○（出発地）～○○（到着地）　　　　　  ○人×○日×＠＝


	
	会議費
	円

	○○委員会お茶代              ○人×○回×＠＝


	
	通信運搬費
	円


	○○委員会開催通知郵送料      ○人×○回×＠＝


	
	印刷製本費
	円


	○○印刷費　             　　　     ○冊×＠＝


	
	借損料
	円


	会場借料                    ○時間×○回×＠＝


	
	消耗品費
	円


	コピー用紙代                　　　○○箱×＠＝
関係資料（具体的な書籍名）購入代  ○○冊×＠＝

	
	雑役務費
	円


	振込手数料　                        ○件×＠＝


	
	一般管理費
	円


	※国立大学法人のみ計上可能



	
	消費税相当額
	　　　　　 円
	

	再委託費
	再委託費
	円


	○○市（内訳は別添のとおり）　　　     ○○○円


	合計
	円


	


※　記述にあたっては、【別添】の「経費計上の留意事項等」に従うこと。
※　積算内訳は単価及び数量を明らかにすること。
※　消費税相当額は原則課税事業者のみ計上されるものである。
※　再委託費の内訳については、当該経費区分に準じ経費ごとに作成の上、添付すること。
※　印刷製本費及び雑役務費を計上する場合は、見積書等を添付すること。（再委託費の内訳に印刷製本費及び雑役務費を計上する場合も同様）　
　(2) 事業実施期間（２年間）中の経費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費　目
	種　　別
	初年度

種別予定額
	翌年度

種別予定額
	合計金額

	人件費
	人件費
	
	
	 

	事

業

費


	諸謝金

	
	
	

	
	旅費


	
	
	

	
	会議費
	
	
	

	
	通信運搬費


	
	
	

	
	印刷製本費


	
	
	

	
	借損料


	
	
	

	
	消耗品費


	
	
	

	
	雑役務費


	
	
	

	
	一般管理費
	
	
	

	
	消費税相当額
	
	
	

	再委託費


	再委託費


	
	
	

	合計
	
	
	


